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地域スポーツクラブにおけるステークホルダー整理検討（案）

地域スポーツクラブ
→事業規模拡大・有力企業参入
→地域スポーツ産業・地域産業へ
放課後は

地域スポーツクラブへ

学校体育施設を
提供

ｾｶﾝﾄﾞｷｬﾘｱとして
指導者に

トップ層が
アスリートに

加入率や
エンゲージメント

が向上

経営視点や
最新技術を提供

公共(政府・自治体)

運営費の
補助

生活困難家庭
向け支援

強化費の
補助

活躍することで、
スポーツを盛り上げ
スポーツビジネス
をより盛んに

学校

子ども

地域住民

民間企業

競技団体・プロスポーツ団体等

教育産業

STEAMや
EdTechなど
最新の教育を

 スポーツクラブ指導者としての参加
生徒の保護者・身内、
社会人・大学生等スポーツ愛好家 等

 スポーツクラブ利用者としての参加
社会人クラブとの合同練習・練習試合等
地域スポーツクラブが社会人スポーツクラブに対して
スポーツをする場(グラウンド・試合機会等)を提供

 学習塾運営企業
 習い事教室運営企業
 通信教育企業
 教育プログラムメーカー
 教材販売関連企業
 学校

スポーツ関連企業
 フィットネスクラブ・スポーツ教室運営企業
 スポーツ用品メーカー・スポーツ小売企業
 スポーツ施設運営企業
地域有力企業
域外有力企業 等

運営関連
 指導者教育
→研修関連企業

 運営データ管理
→IT関連企業

 遠征・合宿
→観光バス会社
→旅行会社
→宿泊業

 怪我・事故リスク
→保険会社 等

スポーツ選手のセカンドキャリアとしての参加
就職関連企業・人材派遣会社によるサポート需要

プロスポーツ団体の指導・運営補助
地域ファンの獲得・試合観戦者の拡大・売上増加

 学校職員・教員の
労働環境の改善と
業務負担の軽減

 合同チームによる
グラウンド・器具等
スポーツ設備の
維持管理費削減 等

 合同チーム化による学校生徒数や設備有無に
関わらず部活動・スポーツ活動に参加できる

 学校職員・教員の経験有無にかかわらず
専門性の高い指導を受けられる

想定されるステークホルダーを随時追加
参画メリット等を具体化し事業スキーム検討

経済産業省 地域×スポーツクラブ産業研究会第1回研究会資料を基に日本政策投資銀行にて加筆
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